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１　新島村教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び
評価の実施方針

(1)　点検及び評価の目的
新島村教育委員会は、毎年、新島村教育委員会の基本方針に基づく教育

施策や事務事業の取組状況について点検及び評価を行い、成果や課題の方
向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の推進を図る。また、
点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとと
もに、公表するものとする。

 (2)　点検及び評価の対象
令和２年度新島村教育委員会の基本方針に基づく教育施策

(3）点検及び評価の実施方法
点検及び評価は、前年度の施策・事業の内容と成果を総括するとともに、

課題について検証し、今後の取組の方向性を検討するものとし、毎年1回実
施する。

２　新島村教育委員会の活動概要
新島村教育委員会は、新島村長が新島村議会の同意を得て任命した5名の

委員により組織される合議制の執行機関であり、新島村が処理する教育に関
する事務を管理し、執行している。教育委員会には教育長が置かれ、教育委
員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属するすべての事務を司ってい
る。

令和２年度においては、定例会については、小笠原で開催予定の島しょ教
育委員会協議会がコロナ禍で中止となった為、教育委員会会議規則の規定ど
おり毎月1回開催しており、合計12回の開催となり、議案13件について審議
等を行った。臨時会については、開催しなかった。
　また、村長が招集する「新島村総合教育会議」を12月に実施し、諸問題に
ついて、共通理解を深めた。

また、入学式、卒業式、四島体育大会（中止）、地区音楽会（中止）、学
芸会（学習発表会）・文化祭、運動会（体育発表会）、地区作品展、道徳授
業地区公開講座、公開授業等の各種行事の参観や学校長との意見交換のため
の学校訪問など実施した。

学校教育においては、昭和59年から続いている保・小・中・高で組織する
「新島村連携型一貫教育研究協議会」を推進し、会名の変遷とともに、組織
強化が図られ、新島村独自の連携型教育として成果を挙げてきている。
また、平成30年度に開設された「式根島小中一貫校」式根島学園において、
「式根島小中一貫教育推進委員会」を1回実施し、児童・生徒・保護者
対象のアンケート結果について、協議、検討を行った。

また、小学校6年生を対象にした新島村英語合宿はコロナ禍で中止となった。
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令和２年度　新島村教育委員会の教育目標

 新島村教育委員会は、人権尊重の精神を基調とし、学校教育と社会教育
との緊密な連携のもとに、健やかな体・豊かな心と知性をもち、モヤイの
精神をもって郷土を愛し、たくましく生きる村民の育成を期して、教育
行政を推進する。

「新島村教育委員会の基本方針」

新島村教育委員会は「教育目標」を達成するため、以下の基本方針に
基づき、教育施策を推進する。

【基本方針１　人権尊重の教育の推進】

達成度

 日本国憲法及び教育基本法の精神に基づき、学校教育活動と社会教育活動全
体を通して、あらゆる偏見や差別をなくすため、人権尊重の教育を推進す
る。

Ａ：達成している　Ｂ：概ね達成している　Ｃ：達成していない　Ｄ：全
く達成していない

  　項目 学校の教育活動全体を通じて、あらゆる偏見や差別をなく
し、全児童・生徒が充実した学校生活ができる教育を推進
する。

達成度
(1)

内　容
（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）
年間を通して、スクールカウンセラーと高学年児童との個別面談を実
施した。また、全学年担任が３学期に児童との個別の面談を行った。

成　果

（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）
スクールカウンセラー及び学年担任が児童と個別の面談を実施するこ
とができ、児童との信頼関係構築の機会となっただけでなく、児童理
解を推進することができた。

課　題
（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）
児童一人一人の普段の学習面や生活面を捉えて、新たな教材開発に結
び付けられれば、効果が更に高まる。

内　容

成　果

課　題

３　新島村教育委員会の基本方針に基づく令和２年度教育施策の自己評価
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内　容
年度当初、教職員を対象に人権教育プログラムを活用した校研修を実
施するとともに、管理職研修後にも情報提供を行い活用方法の改善を
行った。

成　果
人権についての基本的な考え方を学ぶと共に、全教職員が共通の人権
感覚を持って、教育活動にあたることができた。

課　題 毎年度当初に確実に実施していくことが必要である。

内　容

朝礼・学活・道徳において、いじめの防止に向けて人権に関わる講話
を実施した。また、毎学期に「ふれあい週間」での「アンケート」を
基にした個人面談を実施した。特別支援学級の教員が通常学級で道徳
の授業を行い、特別支援学級に対する誤解や差別を防ぎ、共に生きて
いく仲間であることを指導した。聴くことを重視し、生徒や保護者に寄り
添う指導に取り組んだ。

成　果

いじめの芽を摘み、いじめのない学校生活を実現した。生徒と教員が
教育相談を通じて偏見や差別について問題意識を高めた。聴くことを
重視した寄り添う指導に取り組んだことで、人権感覚を高めることに
つながった。

課　題

授業を通じて生徒間に学び合う関係性を養成し、互いに認め合う心情
を育むことを継続する必要がある。また、教員が率先垂範することに
よって、学校全体の人権感覚を一層高める努力を継続する必要があ
る。

内　容

ふれあい月間を利用して、年三回の教育相談週間を実施した。生徒全
員とスクールカウンセラーの面接（オンラインも活用）とともに、生
徒の希望する教員との相談を実施した。職員会議後等に職員に人権尊
重教育の研修を行った。

成　果 生徒同士のよりよい人間関係作りに活かした。

課　題
生徒が、自分も他人も大切にする表現方法（言葉遣い）を身に付けて
いく指導も必要である。

内　容
年度当初、教職員を対象に人権教育プログラムを活用した研修を実施
するとともに、管理職研修後にも情報提供を行い活用方法の改善を
行った。

成　果
人権についての基本的な考え方を学ぶと共に、全教職員が共通の人権
感覚を持って、教育活動にあたることができた。

課　題 毎年度当初に確実に実施していくことが必要。

内　容

２学期と３学期の「ふれあい月間」に合わせて、「相談ポスト」を設
置し、児童が心に抱えているストレスや悩みを相談できる窓口を設け
た。また、学期１回の「ふれあい月間」に合わせて、年間３回、全校
児童及び保護者対象に「いじめアンケート」を実施した。

成　果
児童理解を深め、児童の明るく健全な学校生活に向けてサポートがで
きた。また、課題発見と最終的に自分の口から悩みを相談できるよう
にするためのきっかけ作りができた。

課　題
活用の仕方を常に見直し、必要に応じた改訂を行いながら、児童に
とって相談しやすい環境を整えていく。

B

4



内　容
重点項目である「勤労」をテーマにコロナ禍のため小中別開催とし
た。講師を依頼し働くことについて生徒を対象に講話をしていただい
た。

成　果

達成度
(２)

内　容

（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）
「道徳授業地区公開講座」を実施し、全学年の授業を保護者に公開し
た。その際、２班編成の入替制とするとともに、オンラインでの「ハ
イブリット参観」も合わせて実施した。

今取り組んでいる学校の学習が働くことの基盤となることを学んだ。

成　果
毎年継続した授業を実施し、育成を図っていくことで、成果が出てく
る。

課　題
今後もさらに道徳の授業及び公開講座を充実させ、小中合同の公開講
座を実施していく。

  　項目 子供たちに、社会の一員として規範意識や公共心、思いや
りのある心を育むため、「道徳授業地区公開講座」の実施
により道徳教育のいっそうの充実を図る。

（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）学校の教育活動
全体の中で、いかに道徳的実践力を養い、行動変容に結び付けていく
ことが課題である。

内　容
特別の教科道徳及び道徳授業地区公開講座を通して、親切や思いやり
を育成する。

課　題
全校で取り組む道徳指導の一層の充実と保護者・地域の参加拡大が必
要である。

内　容
道徳地区公開講座では、感染防止のため講師は招かず公開授業のみと
した。

成　果
命の尊さや生きること・努力することの大切を学ぶとともに、がんに
関する理解を深めた。

課　題
外部講師の有無にかかわらず、道徳を中心としたすべての教育活動を
通じて、より良く生きる心を育んでいく必要がある。

内　容
各学年の教員が輪番で規範意識や公共心・思いやりのある心を育むた
め道徳の授業を担当し、互いに公開・参観を行うことによって、道徳
授業の充実を図った。

成　果
生徒の社会の一員としての規範意識や公共心、思いやりのある心に関
する意識を高めるととともに、教職員の指導力向上につながった。

課　題
「特別の教科 道徳」の評価にあたっては、各学年の教員が輪番で授
業を行っているため、評価材料の突合せが必要である。

成　果

（新型コロナ予防対策により、規模を縮小して実施）

「道徳授業地区公開講座」の講演会及び保護者との意見交換が中止と
となったため、成果の検証はできなかった。

課　題

B
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内　容
特別支援教室の教員が、在籍する生徒の通常級における授業に入り、
当該生徒の支援のほか、その他の生徒の支援にも努めた。

「障害者理解」をレガシーとして継承していきたい。また、学校の施
設や設備が障害者の人権に配慮されているかどうかを確認していくこ
とが必要である。

内　容
第４学年の学習において、「新島村社会福祉協議会」と連携し、「高
齢者疑似体験教室」を実施した。

成　果
高齢者や障害者の「体の不自由さ」や「聞こえにくさ」、「見えにく
さ」ともに、介助者の視点での声掛けや思いやりの心の大切さなどを
体験的に学ぶことができた。

課　題
感染症への心配がなくなり、実際に「特別養護老人ホーム」への見学
や体験学習を実施するなどして、学習の効果を更に高めたい。

  　項目 障害のある人に対する理解を深めるとともに、人種、民
族、性別その他すべての分野において、児童・生徒の人権
がそこなわれることのないように配慮する。

達成度
(３)

内　容
車いすラグビー元日本代表選手を招聘し、「車いすラグビー体験教
室」を実施した。

成　果

障害があっても、夢をもち、努力を続け生きていくことの大切さを学
ぶことができた。また、実際に車いすを操作してみて、その難しさや
障害者の努力について体験的に学んだことで、障害者理解及び障害者
スポーツへの理解が深まった。

課　題

Ａ
成　果

生徒の障害や障害者に対する理解を深めた。

課　題
オリンピック・パラリンピック教育とも関連させて、外部の方を招い
て人権や生き方に関して学ぶ機会を設ける。

内　容
「パラリンピック学校連携観戦」を見据えて、パラリンピックを主な
テーマとした「オリパラ朝会」を開催したり、パラリンピアンを招聘
した講演会等を開催した。

成　果
「オリンピック・パラリンピック教育」の一環で、パラリンピアン等
を招聘する「夢・未来プロジェクト」の実施を通して、障害者への理
解を深めた。

課　題
「オリンピック・パラリンピック教育」の一環として、東京都教育委
員会からの補助金交付等による招聘事業につき、計画的、継続的な事
業となりにくい。

内　容

特別支援学級通信を定期的に発行し、特別支援教育について、生徒、
保護者の啓発に取り組んだ。授業や休み時間を通じて、特別支援学級
の生徒が日常的に通常学級の生徒と交流できるようにした。教職員が
温かい生徒対応を実践するように、職員会議等で継続的に確認した。

成　果
全職員が道徳の授業を担当し、道徳の授業研究が図られた。特別な支
援を必要とする生徒についても特別視することなくお互いの友情を育
むことができた。生徒対応に関する教員の意識が高まった。

課　題
計画的に様々な人権課題について生徒に考えさせる機会を与えたいる
とともに、教職員の人権感覚向上を図る取り組みを継続する。
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成　果

障害や国籍・人種に関係なく、みんなで協力して共生する社会の大切
さを学んだ。

課　題

特別支援教室の通信を発行し、特別支援教育について、保護者や地域
の方への啓発に取り組んだ。

内　容
NPO「新島村こどもくらぶ」と連携し、毎週金曜日の「遊び活動」の
場所や設備等の支援をするとともに、小、中、高校生までを対象とし
た「プログラミング教室」を共催した。

内　容

  　項目
達成度

(４)

課　題

オリパラ教育としてパラ観戦に向けてた取組として、豊かな国際感覚
や障害者理解を深める指導を実施した。

成　果

東京オリンピック・パラリンピック大会のレガシーとして「豊かな国
際感覚の醸成」を継続した活動とする。

「こどもくらぶ」では、１年生からの参加について支援ができた。ま
た、「プログラミング教室」中・高学年の「パソコンクラブ」の児童
を中心に参加を呼び掛け、多数の参加を得た。その後の学校のクラブ
活動においても、主体的な活動につながった。

成　果 特別支援について、少しずつだが周知されるようになってきた。

課　題
まだ、地域の方への啓発活動を継続しながら、多くの方に理解をして
もらうことが必要である。

社会教育においては、すべての村民がともに支え合い、平等で一人一
人が尊重される地域社会の実現に努める。

内　容

課　題
村内の各団体と連携し、新たな取組を共催できるようにしたいが、そ
の調整を担うコーディネーター的な役割を担う人材が必要である。

内　容

成　果

内　容 あいさつ運動の実施。

成　果
例年であれば、保小中の合同での「あいさつ運動」となるが、規模や
方法を変え、児童一人一人が島内の方に「あいさつカード」を配付し
村民の一人としての自覚ができた。

課　題 あいさつが日常的に励行できるように、さらに取り組む必要がある。
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内　容 1月3日成人式の実施

成　果

コロナ禍ではあったが新島地区10名の出席、式根島地区は残念ながら
中止となった。来賓枠を縮小し感染対策を施し実施出来た。平成２８
年度から、成人者の小中高時代の恩師の方に講演をしていただいた。

課　題
荒天の続く時季のため、島外成人者、恩師の来島に支障が出る恐れが
ある。

内　容 式根島文化協会への助成

成　果

油絵の会4名、コーラスふきのとう11名、老人会俳句の会6名、俳句都
島会8名、馬鹿囃子保存会11名、Mahana Hoaloha（フラ）16名の合計
56名の会員がそれぞれの分野で活躍している。また、各種行事への参
加、文化祭や住民を対象とした催しを開催し、住民の憩いの場も提供
している。

課　題 文化協会としての組織の強化。（新島文化協会は休止中）

B

内　容
「あいさつ運動」への参加を通して、それぞれが村民の一員であるこ
とを考えさせた。

成　果
中学生の活動を村民に認めてもらえることで、新島村民としての自信
と誇りを持てるようになってきた。

課　題
今後も着実に継続し、あいさつについては質の向上を目指していく必
要がある。

内　容 新島村民運動会、式根島大運動会の実施

成　果

今年はコロナ禍により、新島村民運動会は中止とり、これで台風災害
など合わせて3年連続で中止となった。。式根島運動会は学校主催で
保・小・中合同運動記録会として午前中のみ実施。式根島地区の全保
育園児、小学生、中学生が参加。

課　題

内　容
生徒会主催で挨拶週間（毎月）や砂運び（年２回）、地域清掃（年１
回）を計画する。

成　果 コロナ禍で実施できていない。

課　題

内　容 地域の協力を得て、小中合同で高齢者交流会を開催する。

成　果 コロナ禍で実施できていない。

課　題

8



【基本方針２　健全育成の推進】

保護者からも小学校における道徳授業の大切さを改めて知ることがで
きた。

内　容

 児童・生徒・青少年が、人間性豊かな社会の形成者として健やかに成長でき
るよう、学校・家庭・地域社会等の連携のもとに、「心とからだの健康づく
り」を推進する。

  　項目
達成度

(1)

インフルエンザ等で学級閉鎖が一度もなく、健康で過ごすことができ
た。

課　題

課　題
基本的な生活習慣の基本である「早寝・早起き・朝ごはん」について
は、家庭との連携が特に必要である。

（新型コロナ予防対策により、「食育教室」が中止）
食育全体計画に基づき、健康教育の一環として、年間４回の「食育朝
会」を計画・実施するとともに、毎月の「給食目標」を設定し指導し
た。また、給食掲示板を活用し、毎月のテーマを決めて食材の紹介や
栄養バランスと健康について啓発を図った。

成　果
栄養のバランスと健康についての関係について、深く理解することが
できた。

課　題
学校における食育指導が、児童の家庭生活にも反映されるようになる
と、更なる効果が期待できる。

基本的な生活習慣の育成、社会性及び道徳性の育成、健康
の保持・増進を視点として、児童・生徒の健全育成に努め
る。

内　容 小 中学校全学年道徳授業を公開、児童・保護者向けの講演会を実施。

成　果
児童や保護者に、社会性や道徳性及び道徳授業の意義について考える良い機
会となった。

内　容
３学期に全学年の道徳授業を公開した中で、「節度ある生活」や「公
徳心」等に係わる内容の授業を実施した。

成　果 児童や保護者に、社会性や道徳性について考える良い機会となった。

課　題

社会性や道徳性の育成については、一朝一夕に育つものではないの
で、学校、保護者、地域が一体となる長いスパンでの取組が重要であ
り、様々な機会を活用して児童に働きかけられるようになると、更に
育成の効果が高まる。

内　容

（新型コロナ予防対策により、「夏休み水泳指導」「遠泳大会」が中
止）
「マラソン月間」「縄跳び月間」を実施し、健康の保持・増進に努
め、自己の体力を向上させた。

成　果
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A

内　容

内　容

毎月初めの全校朝礼で、生活目標や保健・給食目標を示すと共に各学
年では発達段階に応じた目標をたて、周知と指導の徹底を図った。ま
た、教員の生活指導打ち合せを月2回行い、各学年の取り組みや成果
を報告しあった。

成　果
各学年の実態について共通理解をもつことができ、全校体制で指導に
あたることができた。

課　題 継続指導が必要。

内　容 新中タイムの実施。

成　果
健康の保持増進・体力の向上を図ることができた。（新中タイムの
み）

課　題
生徒が参加する体育的行事が各学期（四島体育大会、村民運動会、駅
伝大会）ごとにあり、保健体育の授業時数の確保、学校生活の多忙化
と生徒の疲弊を招いおり、今後の精選が必要である。

内　容 運動会・ロードレース大会の実施。

成　果
ロードレースはコロナ禍で中止
運動会は運動記録会として実施

課　題
感染症対策が難しいが、次年度は小中合同のマラソン大会を実施して
行く。

内　容
夏休みを利用し、新島地区、式根島地区とも７月22日から7月31日ま
で午前6時30分からラジオ体操の実施予定であったが、コロナ禍で中
止となった。

成　果

課　題

内　容

すべての教育活動を通じ、人権を重視した指導を行うとともに、学び
合う授業の中で、生徒同士の聴き合う関係性を育み、生徒の学校生活
の充実を目指した。教職員が生徒を呼ぶときには、くん、さんの敬称
を付けるよう、徹底した。

成　果
生徒同士認め合い、支え合う姿が多く見られるようになった。
学校生活に前向きに取り組む生徒が増加している。

課　題 今後も授業を中心とした取り組みを継続する必要がある。

毎朝、登校時、校門前で生徒と教員が「あいさつ運動」を行い、年間
を通じて「あいさつ」の習慣を奨励した。挨拶運動は生徒会が中心と
なり、各委員会ごと当番を決めるなど、生徒の自治的活動としても定
着している。

成　果 普段から校内で大きな声で「あいさつ」する姿が多くなった。

課　題 自分から相手の目を見てあいさつするなど質を高める。
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Ｂ

課　題
全ての教員が当事者意識・目的意識をもつとともに、接続する園・校
での課題をも共有し合うことで、より一層、子供たちの成長に寄与す
る活動としたい。

内　容
（新型コロナ予防対策により、全ての「交流活動」が中止）
就学時健康診断等の機会や学校担当者による保育園訪問、さらに、保
育園担当者に来校してもらっての情報交換を３回程度行った。

成　果 全くなくなったと言えるほど、給食の食べ残しがなくなった。

課　題 成長と健康の両面から食育を継続する必要がある。

保育園・小学校・中学校・高等学校における保育士・教員
相互の共通理解を図り、一貫した指導体制の確立に努め
る。

連携型一貫教育の推進のため「教科部会」「健全育成部会」「あり方
生き方部会」「特別支援部会」の４部会を設け、保育園から高校まで
の教員が各部会に所属して、お互いの教育活動についての情報交換や
授業研究を行った。また、新島高校在校生の保護者との面談を希望に
応じて行った。

成　果

各「教科部会」で授業研究を熱心に実施し、各校の教員が他校種のカ
リキュラムを意識して教育課程を編成するとともに互いの従業さんを
を行う機会が増え指導力の向上を図ることができた。特別支援教育に
関する教員の理解が深まった。また、一貫教育研究協議会の令和元年
度教科部会共通研究テーマを設定した。

課　題
具体的な事例を中心に更なる連携強化を進める、より一層の日常的な
授業に関する交流を深める必要がある。

  　項目
達成度

(２)

毎月の「生活の目標」に、生活･保健・給食の各目標を入れて朝礼で
指導。教室掲示して徹底を促した。

課　題
保育園年長児との「交流活動」の開催時期が３学期のため、流行性の
感冒等の影響もあり、日程の調整が難しかった。そのときに、交流内
容も含め、交流行事・交流授業の工夫改善が必要である。

成　果
毎月の保健目標については小学校と揃えて、各学年の発達段階に応じ
て確実に育成が図られている。

課　題
指導の継続と保護者の一層の協力（早寝・早起き・朝ご飯）が課題で
ある。

内　容
食育全体計画に基づき、毎月食育についての指導を実施し、生活の目
標にも「給食の目標」を示した。栄養士による食育朝礼、さわやか健
康センターと連携した食育教室を実施した。

内　容

（新型コロナ予防対策により、多くの「研究活動」が変更）
全教員が「新島村連携型一貫教育研究協議会」に積極的に参画すると
ともに、全体の研究テーマや各研究部、各教科部会でのテーマを意識
した研究活動を行った。

成　果
（新型コロナ予防対策により、多くの「研究活動」が変更）
「全体会・研究部会・教科部会」とも、２学期以降に人数を絞っての
活動となったことで、ダイナミックな研究活動とはなりづらかった。

内　容

成　果
（新型コロナ予防対策により、全ての「交流活動」が中止）
「小１プロブレム」の解消に向けて、円滑な入学が可能になった。

内　容
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Ｂ

  　項目

達成度
(３)

内　容

小中一貫校の運営に向けて毎月小中調整会・連携連絡会を実施。小中
で共通主題に沿った合同研修会を実施。式根島地区で保育園・小学
校・中学校の連携を推進。運動記録会の合同実施する。

成　果
昨年度はコロナ禍のため、音学会・学芸会ともに中止となった。その
中でも運動記録会を実施し、合同行事についての連携を深めた。

課　題
小中合同研究として「小中一貫教育を生かした提案授業」を実施した
が、日常的に活用できる取組にしていくことが課題である。

内　容
校舎移転に伴い、中・高の管理職･教務主任･生活指導主任･体育科が
連絡調整会議を開き新島高校と円滑な施設利用を図った。

課　題
生徒がどのように学ぶかの観点で授業を行い、それを参観し合うこと
によって、連携の強化を図る必要がある。

家庭のしつけ、いじめ、学校不適応、進路の悩み等の多様
な相談に対して、迅速・的確に対応できるよう、保護者や
地域・関係機関等との連携含めた体制整備・充実に努め
る。

課　題
相談用紙を提出できなかったり、悩み等を言えなかったりするなど、
表面化してこない児童に対応していくことが必要である。

学校に配置されているスクールカウンセラーと連携しながら教育相談
の充実を図った。また、カウンセラーと全生徒の個別面談を実施し
た。

内　容

成　果

成　果
両校の教員の授業参観が増え高校の教員との連携を深めながら中高で
一体感のある教育活動を行うことができた。

生徒、保護者の多様な相談に、可能な限り対応できた。
オンラインを活用した面談を実施した。

課　題
離島勤務のため、日程等の変更及び勤務できる時間の制限があり、迅
速な対応がむずかしい面が課題。

内　容
（新型コロナ予防対策により、「※要対協」が中止）
子供家庭支援センター及び児童相談所、主任児童委員と協働して、児
童虐待等の早期発見・対応を行っている。

成　果

教育相談や訪問相談など、スクールカウンセラーや子供家庭センター
及び児童相談所の巡回相談を有効に活用し、児童・生徒や保護者の悩
みに積極的に対応できた。また、関係諸機関と連携しながら情報を共
有しているため、対応がスムーズになった。

課　題

スクールカウンセラーは年間38日、児童相談所の巡回相談は、年２回
と限られた回数のため、ケース毎の迅速な対応ができない。スクール
カウンセラーへの保護者からの相談がもっと多くなり、家庭との信頼
関係が深まるように、スクールカウンセラーの活用の仕方を工夫する
必要がある。

内　容

２学期と３学期の一定期間に『そうだんポスト』を設置したり、ス
クールカウンセラーとの面談を行ったりして、相談事・悩み事等があ
る児童に対して、全教員、カウンセラー、支援員等が連携して対応し
た。

成　果 児童の内面的な支援がタイムリーに行え、成果が得られた。
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  　項目
達成度

(４)

成　果
小学校・中学校・高校で同じスクールカウンセラーが対応しているの
で、教育相談の対応に一貫性があり、スムーズである。生徒や保護者
の思いに寄り添う対応が進みつつある。

課　題
カウンセラーの配置日数が限らている中、ケースによっては勤務校に
とらわれない対応が必要である。

内　容
学校不適応を起こしている生徒には、担任のほか学年教員やカウンセ
ラーが連携して対応した。また、都内にいる生徒に対しても学年を中
心として組織的に対応した。

内　容

課　題
交通法規の理解と順法意識を更に高め、大人が良い手本となる必要が
ある。また、自転車に乗る時のヘルメット着用を保護者に啓発してい
くことが今後の課題である。

内　容
（新型コロナ予防対策により、「セーフティ教室」が中止）
朝の登校指導、交通安全指導を警察と連携して実施。

スクールカウンセラーと協力しながら教育相談の充実を図る。

成　果
全児童との面談を実施し、友人関係の課題解決や家庭における課題の
解消に繋げることができた。

課　題
相談室の整備や教育相談週間の設定、スクールカウンセラーのさらな
る活用を図り充実したものにしていく。

内　容

成　果
児童の交通安全に対する意識や自分の身は自分で守るという意識が高
まった。

課　題
さらに警察との連携を更に深めて、訓練などを計画・実施すること
や、PTＡとの協働、家庭への啓発が必要である。

成　果
登校には至らなかったが、当該生徒や保護者から感謝のことばが出る
ほど、密接に対応することができた。

課　題
どんなことがあっても、生徒と保護者に寄り添いていねいな対応を続
けることが大切である。

児童・生徒・青少年の心身の健康づくりに努めるととも
に、性にかかわる指導や事故防止の指導の充実を図る。

年３回、担任・スクールカウンセラー・養護教諭をはじめ希望する教
員との面談など、悩みを持つ生徒に対し、迅速に教育相談を実施して
いる。また、子ども家庭支援センターと情報交換を行い情報収集に努
めた。

内　容
年間計画に基づいて性に関わる指導を児童・生徒の実態に合わせて
行った。

成　果 各学年の発達段階に応じた知識の習得ができた。

課　題
村の連携型一貫教育方針を見据えた、保育園・小学校・中学校・高校
との指導内容の系統性の検討。

児童及び保護者の交通事故防止に関する意識が高まった。

内　容
PTＡと警察と協力して３年生から５６年生で自転車教室を実施した。
また、第３学年においては「地域安全マップ」を作成し、全校児童へ
の紹介と交通安全の呼び掛けを行った。

成　果

13



A

内　容

新中タイムでの持久走などを通して、心身の健康増進に努めている。
また、保健体育の授業で性について学年段階に応じた指導を行った。

成　果
新中タイムでの持久走を継続的に実施することによって、走ることへ
の抵抗感がなくなってきた。東京都の体力調査で着実に体力が向上し
ている。各学年共に性についての知識を身につけることができた。

課　題 新中タイムの活動や性に関する指導をを今後も継続する。

「一校一取組」による体力増進と、年間計画に基づいて性に関わる指
導を児童・生徒の実態に合わせて行った。また、式根島マラソンや
ロードレース大会・駅伝にも積極的な参加を促した。

成　果
コロナ禍で式根島マラソン・駅伝大会・四島体育大会が中止となっ
た。

成　果

（新型コロナ予防対策により、「遠泳大会・ロードレース大会」が中
止）
体育発表会を目標に事前練習に励み、健康の保持増進・体力の向上を
図ることができた。

課　題
保護者や地域の協力者（ボランティア）の確保および協力内容の見直
しを常に図り、改善していくことで児童にとって実りの多い行事にす
る。

内　容

（新型コロナ予防対策により、「遠泳大会」が中止）
体育発表会・マラソン月間・なわとび月間を実施した。

内　容 駅伝・ロードレース大会の実施予定であったが、コロナ禍で中止。

内　容

課　題
村の連携型一貫教育方針を見据えた、保育園・小学校・中学校・高校
との指導内容の系統性の検討。

成　果

課　題
駅伝・ロードレース共に中高生が自由参加となった為、参加者が減少
となった。今後参加者数を増やすための周知を強化していく必要があ
る。
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  　項目

達成度

(５)

内　容

成　果
（新型コロナ予防対策により、「セーフティ教室」が中止）
繰り返し指導を行うことで、児童に非行や犯罪被害についての意識が
高まった。

課　題
（新型コロナ予防対策により、「セーフティ教室」が中止）
被害者だけでなく、加害者にもならないように、家庭とも連携して指
導を進める必要がある。

内　容

あらゆる生活環境の中で、何時でもどこでも意識せずに情
報通信システムが利用できる時代を迎え、児童・生徒の規
範意識や危機対応能力の育成のため、セーフティー教室を
はじめとする非行防止・犯罪被害防止教育の充実を図る。

セーフティ教室ではSNSについてのマナーや危険性について、LINEの
講師を呼び、生徒向け及び教員・保護者向けの講習会を計画した。

成　果 コロナ禍でセーフティ教室が実施できていない。

課　題 毎月の安全指導及び避難訓練を通して危険回避能力の育成を図った。

内　容
小中連携の中で、小・中学校でのセーフティ教室にお互いが参加でき
るよう周知して参加を促した。中学校では保護者会と同日開催で実施
した。

（新型コロナ予防対策により、「セーフティ教室」が中止）
長期休業前には、必ず生活のしおりを作成して、非行防止・犯罪被害
防止の指導を行った。

成　果
さす股の使い方など、不審者対応について、生徒の理解が深まった。
繰り返し指導を行うことで、生徒に意識を高めていく。

課　題

今後は、SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）上のトラブル
が増加しつつあり、新しいサイバー犯罪も出現している。、被害者だ
けでなく、加害者にもならないように、家庭とも連携して指導を進め
る必要がある。

成　果
コロナ禍でセーフティ教室が実施できていない。非行防止や犯罪防止
の危機意識をもつことができた。
ＳＮＳについても、理解を深めることができた。

課　題
児童・生徒の実態に即した内容について検討が必要。
保護者や地域の方の参加者を増やすことが課題。

内　容
新島警察より外部講師を招き不審者対応に関する講習会を実施した。
また、長期休業前には、必ず生活のしおりを作成して、非行防止・犯
罪被害防止の指導を行った。
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Ａ

内　容

内　容

成　果
例年実施していることで着実に防災や避難に対する生徒の意識が少し
ずつ高まっている。

課　題
この指導の継続と充実を図り、更に生徒の防災意識を高める必要があ
る。

内　容
島しょの特徴を捉えた様々な想定で安全指導や避難訓練を設定し、村
の防災訓練に積極的に参加する指導を実施した。
消火器訓練では、消防団と連携した訓練を実施した。

成　果
「総合的な学習の時間」として、まとまった時間を確保できたので、
一人一人が「災害・防災」について、知識や理解を深め、自分事とし
ての意識が芽生えてきた。

課　題
引き続き、年間指導計画上における学習時間を確保とともに、児童に
とって更に実感を伴った学習になるよう、内外の関係機関等との連携
した学習、取組にしていく必要がある。

内　容

防災意識を高めさせるとともに、実際の災害への対応力を高めるため
に、地図を用いて生徒の居場所に応じた避難場所と避難経路を指導
し、家庭に持ち帰らせ保護者とともに確認させた。噴火を想定した安
全指導も実施した。

「大地震・大津波」を想定した「避難訓練」では、最大３３ｍの津波
を想定した内容で、宮塚山麓までの小走り訓練を実施した。

  　項目

達成度
(6)

「学校防災計画」及び「避難訓練年間計画」に沿い、毎月１回「避難
訓練」や隔月に「防災朝会」を実施し、防災教育を推進した。特に、
災害安全については、火災、台風等による風水害、地震、津波等、実
際の災害を想定し、保護者による「引取訓練」を実施した。

成　果
児童に対する防災教育の取組が少しずつ定着してきており、より深い
理解が図られるようになった。

課　題
毎月の「避難訓練」では、マンネリ化による教育効果の減退を防ぐた
め、より実際に近い、臨場感をもって実施できるよう、実施計画を工
夫する必要がある。

発生が予測される自然災害発生時において、児童・生徒が
「自助」・「共助」の精神に基づき「自分の命は自分で守
る」行動ができるよう、学校と家庭や地域が連携した防災
教育の一層の充実を図る。

内　容

成　果
津波到達予想時間をクリアするために、小走りでの訓練であったが、
児童は全員クリアできた。

課　題
ケガや体調不良等の児童がいた場合はどうするのかなど、具体的な課
題についても検討する必要がある。

５年生の「総合的な学習の時間」において、「防災」を領域とした学
習を計画し、「大地震」・「大津波」・「火山」等のテーマについて
深く学ぶことができた。学年でのミニ学習発表も実施した。

成　果
自助・共助を理解して、自分で判断できる機会を設けることで危険回
避能力が高まってきた。

課　題 島しょの特性を生かした安全指導や避難訓練を継続していく。
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A

  　項目
達成度

(7)

内　容
小学校・中学校合同の浜清掃を実施予定だったがコロナ禍で中止し
た。

成　果

課　題

内　容
地域の協力を得て総合的な学習の時間や各教科において、地域の方を
ゲストティーチャーとして招いて授業を実施。

成　果
総合的な学習の時間や各教科において、地域の方をゲストティー
チャーとして招いて授業を実施。

課　題 地域の方などが大変協力的で特に大きな課題はない。

内　容
シルバー人材センターや地域の方をゲストティーチャーとして招いて
正月のしめ縄飾り作りや新島ガラスの作品作りを体験した。また、大
踊りや正月飾りづくりの学習にも取り組んだ。

成　果
体験を通じて、新島の歴史や人々の生活を支える精神文化を知ること
ができた。

課　題
ゲストティーチャーバンクを作成し、地域の財産として活用できるよ
うにする。限られた授業時数の中でどの程度実施できるか、教科の授
業時数との調和を図っていく。

課　題
新たな活動の創造や、家庭を巻き込んだ活動への拡大を図っていきた
い。継続して実践できる態度を育てていく。

地域とかかわる社会体験、自然体験、道徳教育を通して、
「モヤイ」の精神で助け合い、進んで奉仕する思いやりの
ある心を育てる教育を推進する。

内　容

（新型コロナ予防対策により、「浜清掃」と「子ども学芸員」の当日
の発表が中止）
飛騨ん爺の墓守活動、村旗の掲揚や十三社神社前の清掃活動、子ども
学芸員活動を実施した。

成　果

（新型コロナ予防対策により、「浜清掃」と「子ども学芸員」の当日
の発表が中止）
地域の歴史や文化、環境を意識したり、それらを保全したり、進んで
奉仕したりしようとする気持ちや態度を養うことができた。

成　果
津波発生時の避難の流れを生徒に確認させるとともに、避難に関する
意識を高めることができた。

課　題
この指導の継続と充実を図り、更に生徒の防災意識を高める必要があ
る。

内　容
防災計画を基に管理対策や活動対策、震災対策、警戒宣言発令時の対
策等、想定される災害に対応できるように、災害や避難訓練を実施す
る。

内　容 津波発生を想定して、いきいき広場への避難を行った。

成　果

定例の避難訓練をはじめ、防災訓練や安全指導において、詳細な指導
ができた。
通学路点検や引き渡し訓練を継続して実施しており、意識の高揚を
図っている。

課　題
訓練や指導を継続的に実施し、防災計画の見直し等も随時、行ってい
く。
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【基本方針３　学校教育の充実】

 児童・生徒が、生涯を通じて社会の変化に主体的に対応して成長できるよ
う、基礎・基本の確実な定着と、自ら学ぶ意欲や思考力、判断力、表現力等
の資質・能力の育成を重視して、一人一人の個性を生かす教育の充実を図る
とともに、国際社会に貢献できる人材を育成する教育を推進する。

  　項目
達成度

(1)

取組の継続発展とさらなる地域との連携が課題である。

内　容
職場訪問や5日間の職場体験実習を通して、モヤイの精神で助け合
い、進んで奉仕する思いやりのある心を育てる教育を推進した。

成　果
職場体験を通して村の一員として将来の就業についてイメージを持つ
ことができた。また、職場体験を温かく受け入れてくれた方々にモヤ
イの心を感じて感謝の気持ちが芽生えた。

課　題
職場体験の実施時期を検討する必要がある。移動教室の際、現地（東
京都区内）での職場体験も実施しているので、教科の授業時間にゆと
りをもたせるため、島内の職場体験は５日から３日へと減らした。

内　容
中学校校庭の環境整備や地域清掃、砂運び（墓地整備）など、生徒会
主導のボランティア活動を計画した。

成　果
地域と連携した内容のものはコロナ禍で実施できなかったが、校内活
動として校庭の芝生から学ぶ学習を全校で実施した。

課　題

基礎的・基本的な内容を確実に身につけさせるとともに、
体験的な活動を通じて、自ら学ぶ意欲や能力を培う教育を
推進する。

（新型コロナ予防対策により、「ガラスアート体験」以外が中止）
「ガラスアート体験」や「大道芸体験」「バルーンアート体験」など
のワークショップにより芸術・芸能等に関わる職業擬似体験を実施し
た。

成　果
（新型コロナ予防対策により、「ガラスアート体験」以外が中止）
教室内で学んだことを応用・活用する力を付けたり、体感を通して学
びを広げたりすることができた。

課　題
新たな活動の創造と、体験活動に反映される基礎的・基本的な能力の
確実な習得を図ることが必要である。

内　容
学習朝会や読書朝会を10分設定し、基礎的・基本的な内容の充実を
図った。

成　果
集中して取り組むことができた。また、全学年実施のため上学年児童
が良き手本となろうする意識が芽生えたとともに、担当学年を超えた
全校体制で指導にあたることができた。

課　題 家庭学習につなげることや読書活動の工夫が必要。

内　容
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B

内　容

成　果
習熟度別授業が定着しており、生徒一人一人が焦りや劣等感を持たず
に自分の学力に応じた学習に取り組むことができた。

課　題

一単位時間の授業の中で「共通の課題」と「ジャンプの課題」を用意
し、課題解決の過程で考え・学び合う授業を通じて、更に学ぶ意欲を
高める。この実践成果を、次期学習指導要領の改訂の要である「学び
に向かう力」の育成につなげていくことが課題である。

成　果
生徒がお互いに読んでいる本の情報を交換することで、関心が広がっ
た。また、落ち着いて学習に臨む態度が保たれ、穏やかに一日のス
タートを切ることができ生徒の情操教育においても有効であった。

課　題
推奨図書の提示や読書量の可視化など、さらに読書活動を活発にする
工夫が必要。本年度より書写活動も取り入れた。

内　容
数学と英語においては、習熟度に分けた指導を展開し、二名の教員が
連携をとりながら個に応じた指導を推進した。また、特別支援学級の
教員が、通常学級の授業で通級生との学習支援を行った。

成　果
家庭学習ノートの取組みで、家庭学習の時間が増加するとともに、内
容も少しずつ深まっている。また、個別指導の充実によって、意欲的
な取り組みがみられるようになった。

課　題
学び合いの授業を通じて生徒の学ぶ意欲を高めることによって、更に
自発的に家庭学習を充実させる。

内　容
毎朝10分間の朝読書を通年で実施し、読解力の向上を図ると共に興味
や関心を広げ、学習意欲の向上につなげた。

朝の10分間を基礎学習の時間とし、全教員で個別指導に当たった。ま
た、「総合的な学習の時間」を中心に体験的な活動を行った。また、
考査前の放課後や土日、長期休業中に学習教室を開催した。

成　果
生徒がそれぞれの学習状況に応じ、補充的問題や発展的問題に自分か
ら取り組む姿勢が身に付いてきた。

課　題
家庭学習については不十分なので､生徒自ら家庭学習に取組めるよう
支援することが課題である。

内　容
管内小学校6年生を対象に若郷会館において1泊2日で、外国人英語講
師とコミュニケーションをすることで、英語に親しむ予定ではあった
がコロナ禍で中止。

成　果

課　題

基礎・基本の定着のために、全生徒が毎日行い毎日提出する家庭学習
ノートに取り組んだ。また、放課後の質問教室や未来塾、長期休業中
には補充学習教室を実施した。

内　容

19



B

  　項目
達成度

(２)

課　題
人事異動により、校内職員内での情報の継承を円滑に行っていくこと
が課題である。

算数の授業で３年から６年で習熟度別少人数に分けた授業を実施し
た。また、東京ベーシックドリルを活用し、基礎的基本的な学習内容
の定着を図った。

成　果
検定合格を目標に家庭学習の時間が増加するなど、意欲的に学習する
生徒が増えてきた。

課　題

検定試験には、一般の村民も中学校に申し込みを行い、受検している
のが実態である。また、教員の休日業務となり服務上の課題もある。
そのため、社会教育の一環として学校外で学校外の人材により実施す
ることで、これらの課題解決が図ると考える。

成　果 児童一人一人に対応した授業を展開することができた。

成　果
（新型コロナ予防対策により、ゲストティーチャー招聘が中止）
新島の文化の継承と、新しい文化の創造・発展につなげることができ
た。

１・２年生やあしたば学級が農園活動として、アメリカイモやサツマ
イモの栽培を実施した。

成　果
（新型コロナ予防対策により、「調理実習」が中止）

課　題
（新型コロナ予防対策により、ゲストティーチャー来校が中止）

内　容

内　容

島しょ小規模校の特色や地域の特性を生かした指導計画・
指導方法の改善を図るとともに、一人一人の個性・能力に
応じた指導を徹底する。

（新型コロナ予防対策により、ゲストティーチャー招聘が中止）
「体育発表会」では「 浜新島大漁節」を発表した。

内　容

課　題
授業の様子や、授業の持ち物等の連絡体制を充実することが必要。図
工を中高学年別に実施した。

内　容
漢字検定、英語検定、数学検定を小学生や高校生と一緒に休日、学校
で実施した。

成　果
個別指導の充実化が図られ、一人一人の状況を的確に把握した指導を
行うことができた。

課　題
習熟度別少人数の指導法の更なる研究並びに新学習指導要領への対応
が必要がある。

内　容
小・中学校の教員に兼務発令にともない、小学校３～６年の図工・家
庭科,１年～６年の音楽については中学校の教員が指導し評価まで実
施。

20



達成度

(３)

特別支援教育推進協議会を活用して児童・生徒の現状と対策について
の検討を進めた。

成　果
保護者や地域、関係機関等からの子供たちの情報を基に、特別支援教
育の更なる充実を図ることができた。

課　題
将来的な進路を含め、該当の児童・生徒を卒業後もフォローアップし
ていく組織や施設、人材が必要である。

内　容

内　容
特別支援学級の円滑な運営と、校内の通常の学級との交流授業の工夫
に取り組んだ。また、特別支援教育校内委員会の活用を図った。

成　果
特別支援教育校内委員会が中心になって、通常の学級における特別支
援教育（固定学級及び特別支援教室）の校内支援体制を構築できた。

課　題

内　容
小中合同研修会において小中の教員を６つのグループに分けて、「書
く力」「話す力」の育成をテーマにお互いの授業を参観しあい、その
後、指導方法の改善の研修会を実施した。

子どもたちには関心の薄い「大踊り」や「正月飾り」について詳しく
学ぶことで、地域の伝統文化に誇りを持つようになった。また、茶道
やうどん打ちを通して日本文化に触れることができた。

課　題

内　容
総合的な学習の時間に地域からゲストティーチャーを招いて、新島の
伝統文化である「大踊り」について学び踊る体験や、「正月飾り」の
作成体験を行った。

  　項目

内　容

校内特別支援教育推進委員会を毎月開催し、特別支援コーディネー
ターを中心に、全校を挙げて組織的な取り組みを展開した。

成　果
校内特別支援教育委員会で情報交換を密に行うことで、支援が必要な
生徒について、生徒、保護者の要望に添った対応ができた。

課　題
通常学級担当教員の特別支援教育に関する理解を深め、授業における
様々な配慮に取り組んでいく必要がある。

成　果
小中一貫教育を生かした効果的な少人数指導について、小中連携も生
かした実践が行われ、学習内容の工夫・改善がなされた。

課　題
さらに指導方法の工夫・改善が課題。一年間かけて改善した小中９年
間のカリキュラムや研修方法の検証が必要である。

固定学級や特別支援学級に対する地域・保護者の正しい理解を得るこ
とや中学校の特別支援学級とのより一層の連携を図っていくことが課
題である。

障害や困り感を抱えた児童・生徒が、それぞれの能力・適
正等を最大限に伸長できるよう教育環境を整備するととも
に、一人一人に応じた適切な指導が行えるよう特別支援教
育の充実を図る。

成　果

伝統文化の継承者をゲストティーチャーとしてリストアップし、各校
が共通して人材を活用できるようにする。
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Ａ

達成度

(４)

内　容

成　果
授業中の生徒の心の動きの把握と、生徒への働きかけの工夫・改善が
された。

内　容
保育園、小・中・高校の各学校、子ども家庭支援センター、診療所医
師による特別支援教育推進協議会に毎学期出席し、児童・生徒の現状
と対策について検討した。

継続的に情報交換を行い、生徒と保護者の不安や心配を軽減し、合理
的配慮を実現することが必要である。

内　容

成　果
特別支援教育の充実に関して、村の組織作りに協力するとともに、地
域の子どもたちの情報をもとに、特別支援学級の設置及び特別支援学
級への入級や対応について共通理解を持って判定することができた。

課　題
特別支援教育推進協議会を充実したものにするために、情報交換を密
にし各校の指導を交流する必要がある。

内　容 新島高等学校入学予定生徒について引継ぎを行った。

  　項目

成　果
各施設で働く方々の様子を見たり聞いたりすることで、一人一人の児
童が働くことの大切さや難しさを知ることができた。

課　題

将来の夢を考え、自分を見つめることで、自分の好きなことや得意な
ことを明らかにするとともに、将来の夢に向かって、今の自分は何を
しなければならないかをより丁寧に考えさせる指導の改善が課題であ
る。

課　題
個別指導の検証を行い、小学校からの連続した指導計画にしていくこ
と。

児童・生徒が自己理解を深め、主体的に進路を選択する能
力と望ましい勤労観・職業観を身につけることができるよ
う、キャリア教育の充実を図る。また「キャリア・パス
ポート」を活用（新島村では『夢を拓く』を継続活用）
し、児童・生徒の学びをつなげながら、継続した進路指導
に努める。

（新型コロナ予防対策により、多くの「社会科見学」が中止）
社会科見学等において各施設で働く方々の様子を知ることができた。

きめ細かい学習指導を行えるよう、個別指導計画を作成し取り組ん
だ。

課　題 個別指導計画による成果と課題のさらなる検討と向上が必要。

成　果

内　容 校内特別支援委員会にて、スクールカウンセラーを交えた情報交換を
行い、その後全教員で共有を図った。

一人一人の学習に関しての指導法を工夫するとともに、校内委員会で
情報交換を行った。

成　果

事前に共通理解を図ることによって、入学後の適切な支援を実現する
ことができた。

課　題
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B

コロナ禍により職場訪問・職場体験学習が実施できていないが、オン
ラインインタビューを通して学習することができた。

成　果

成　果
島内での職場体験では、勤労観や職業観を身に付けるだけでなく、島
の産業、環境、観光などの課題に目を向ける有意義なものになった。

４年生～６年生であっても、自分の将来の夢を探したり、見付けたり
することについて、学校における学習時間の中での確保が難しい。家
庭教育や社会教育の役割と連携することが課題である。

内　容
「夢を拓く」を活用した指導を継続して実施。

課　題
移動教室の際、東京区部の企業における職場体験（１日）も実施して
いく。

課　題
勤労観や職業観を身に付けるだけでなく、郷土の産業、環境をより深
く学ぶ取組にしていくことについて小中の系統性をを生かしていくこ
とが課題である。

キャリア指導全体計画の見直しをした。「夢を拓く」の活用が継続で
きるようになってきた。

課　題
中学校との９年間を見通した、全体計画の検討及び年間指導計画の見
直しが必要。

内　容
中学１年生は職業調べ、２年生は３日間の職場体験、３年生は上級学
校訪問など３年計画でキャリア教育を推進した。

課　題

成　果

学活や総合的な学習の時間などにおいて、「キャリア・パスポート
(新島村立学校『夢を拓く』)」を活用し、自分のことについて深く考
えたり、将来の職業のことについて考えさせる指導を行った。

内　容
（新型コロナ予防対策により、「移動教室」が中止）

内　容

内　容
島内外での職場訪問（7年）、職場体験（8年）と系統的に指導した。
小中のキャリア教育の系統性を探り、全体計画を策定した。

成　果

成　果
１年生～３年生までは初めての取組だったが、学校行事等について自
分の頑張ったことや感じたことを振り返り、自己肯定感を高めること
ができた。

課　題
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B

小中一貫教育校「式根島学園」としての２年目が終わり教員による合
同研究をさらに継続した。

成　果
児童生徒は、進級しても同じ行事に関わることができるので、一貫し
た目標の下で継続した指導を行うことができた。

課　題
児童生徒の発達段階を踏まえて、段階的な目標設定を行い、各校種の
教員がそれを認識した上で連携した指導に当たる必要がある。

内　容
複数の授業において、高校の教員に訪問授業を行っていただき、進学
に向けての意識の向上を図った。

成　果
教職員が共通理解を図り、一貫教育を通して連携し合うことで、児
童・生徒の手厚い個別指導、一貫性のある指導を行った。

課　題
合同行事や教育委員会主催行事などと学校行事の関連を考えて、優先
順位を踏まえた計画立案のスケジュールを固定する必要がある。

内　容
あいさつ交流などの行事や、部活動体験、部活動の合同練習を通じ
て、児童、生徒間の交流を行った。

成　果

  　項目

達成度

(５)

（新型コロナ予防対策により、「地区音楽会」「村民運動会」「小中
合同奉仕活動」が中止）
推進調整会を核として、計画的に一貫教育の推進に取り組んでいる。
また、地区作品展などの行事を通して、園児や児童・生徒間の交流が
図られている。

成　果
部分的ではあるが指導方法や活動の共通化が図られ、一貫性のある指
導の成果が少しずつ見受けられている。

課　題
教員の異動や構成によって影響が出ない組織の改善、連続的な一貫教
育の構築に努めていく。

新島・式根島中学校と都立新島高等学校との「連携型中高
一貫教育」を推進し､さらに保育園・小学校・中学校・高等
学校も合わせた「新島村連携型一貫教育研究協議会」を通
して、新島村独自の連続性・一貫性のある教育を推進す
る。「式根島学園」においては、9年間の系統表・年間指導
計画を基に、小規模校である式根島小中学校の特性を活か
した一貫教育活動の充実を図る。

内　容

興味深い授業を行っていただき、生徒の上級学校への意欲が高まっ
た。

課　題 今後も継続していくことで、生徒の学ぶ意欲を高める。

成　果

内　容

式根島学園としては村との合同の取組として推進している。校内研究
においては、成果と課題が明確にできた。

課　題 課題を検証し、継続した取組をしていく。

内　容
保･小･中･高の教員が年間計画通りに、研修や情報交換を行い、児童･
生徒は各種の行事等を通じて交流を深めた。
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B

達成度
(６)

内　容

課　題
小中一貫校開設を開園し、村民にも見える形で、さらに質の高い教育
を実践し、公開していくことが課題である。

時代の要求する多様な教育問題に適切に対応できるよう、
教職員研修体系を整備・充実し、教職員の資質・能力の向
上、学校内の指導体制の確立を図る。

校内研究として、プログラミング教育の推進を図った。

小学校での教科担任制の拡大を検証し、各教科で連携授業や合同授業
を実践することができた。
アンケートの結果について、保護者や地域へ公開して今後の課題解決
に向けた検討することができた。

課　題
式根島一貫教育推進委員会等の開催について、村教委に積極的に働き
かけてほしい。

内　容 中学校教員による小学校での教科指導を継続して実施した。

成　果
兼務発令を受け、音楽・図工・家庭において中学校の教員が連携授業
を実施し、成果として現れてきた。（一貫教育アンケートより）

内　容
小中一貫校開園開園し、年間11回の小中調整会及び小中連携連絡会を
開催した。小中一貫教育の検証資料として、児童生徒、保護者、教員
へのアンケートを実施した。

成　果

成　果
（新型コロナ予防対策により、多くの研修会が中止）
実践的研究や校外研修会への参加を通して、指導力や今日的な教育課
題についての理解を深めることができた。

課　題

（新型コロナ予防対策により、多くの研修会が中止）
新型コロナ予防対策により、講師が来校できない場面があった。ま
た、校外研修会に参加するための予算措置や補教体制の整備を図って
いく必要がある。

  　項目

課　題
理念を共有し、教員同士の授業公開と授業後の協議回数を増加させ
る。

内　容

（新型コロナ予防対策により、多くの研修会が中止）
児童の実態及びおよび本校の課題に対応した研究テーマを設定し、研
究授業を中心として指導力の向上に取り組んだ。また、東京都教職員
研修センター等の研修に積極的に参加させ、その結果の報告会を行
い、研修内容の共有化に努めた。

成　果
次年度の新学習指導要領に基づく、評価の在り方について学ぶことが
できた。

内　容
実態に応じた校内研修テーマを設定し、全教員に対して、研究授業を
義務付けて、年間を通して計画的に研修会を行った。また、他校と連
携して実践事例研修会（一部ビデオ視聴、オンライン）を行った。

成　果
プログラミング教育に関する研修を実施し、本校のプログラミング教
育の方向性を示すことができた。また、特別支援に関する校内研修を
講師を招いて実施し深まった。

課　題
研修の機会を増やすことや研修に参加するための補教などが継続した
課題。
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達成度
(７)

全校舎（体育館を含む）のwifi環境を整備した。ＩＣＴの活用につい
て各教科でデジタル教科書等に取り組んだ。

成　果

内　容
校内研修テーマを「主体的きに学習に取り組む態度の育成と評価の在
り方」と定め、講師招聘の制約はあったが、学び合うことができた。

成　果

教員同士が授業を通して学び合えるようになり、授業づくりをする中
で教員としての資質・能力を向上することができている。また、授業
の中で「生徒の考えをつなぐ」という共通の課題を見出すことができ
た。

課　題

内　容
小中合同研修会を行うとともに、夏季休業中を利用して研修センター
での課題別研修を受講させ、その報告会を実施した。

内　容

連携型一貫教育研究協議会の各教科部会では、感染症による制約が
あったが、研究授業を行い、各校で協力して授業力の向上を図ってい
る。

成　果
研究発表会や研究紀要の作成により、研修のまとめを行い、次年度の
研修につなげることができた。

課　題

今後は、一人一台の端末を活用した授業づくりについて研鑽を深めて
いく必要がある。

成　果

内　容

  　項目

課　題

すべての校種の教員が研究授業に参加できる条件整備が必要である。

ＩＣＴの機器を活用した分かる授業を実現するため、教育
用コンテンツを整備するとともに、教員のＩＣＴ活用指導
力及び授業力の向上を図る。

コロナ禍により研修機会が激減した。

課　題

内　容

校外での研修の機会を増やすことや研修に参加するための予算措置な
どの対応が必要である。

授業で、電子教科書やiPadを積極的に利用する教科が増えた。

教員がデジタル教科書の活用や、より効果的にＩＣＴ機器を活用でき
るようさらに研修を深める必要がある。

日常的に実物投影機やパソコンなど、ＩＣＴを活用した授業を行っ
た。また、新型コロナ対応として、２学期からの「オンライン授業」
について積極的に調査研究や試行を実施した。

成　果
効果的な指導を展開できる場面が増え、指導の意欲や関心、理解力の
向上が図られた。また、「オンライン授業」の試行により、保護者へ
の説明や学校としての課題を一早く把握するすることができた。

課　題
何度もインターネット環境のトラブルが発生した。島に常駐し早急に
対処できる業者との契約や環境改善が必要である。また、教育用コン
テンツ活用のためにも相応の予算が必要である。
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A

内　容
オリパラ教育と連携し「豊かな国際感覚の醸成」をテーマに外国との
交流活動を実施した。

成　果
現地の小学生とのオンライン交流を通じて、国際感覚の視野を広げる
ことができた。

課　題
今後も異文化交流として教育課程に位置付けて、継続的な教育活動と
していく。

内　容
実践的な英語教育については、ＡＬＴとの交流を効果的に活用すると
ともに、５年生と６年生を分けて指導した。

成　果 ＡＬＴとの継続した交流の成果が少しずつだが出てきた。

課　題
外国語活動や外国語指導における教員のスキルを向上させる必要があ
る。

成　果 効果的な授業場面について活用が図られるようになった。

課　題 活用方法をさらに広めていく必要がある。

  　項目
次期学習指導要領が求める「育成すべき資質・能力を子供たちに確実
に育む」観点から、必要な学習・指導方法や、学習の成果を検証し指
導改善を図るための学習評価を充実させていく。
特に論理的思考力を高めるプログラミング教育や、実践的な英語教育
の推進が求められていることから、指導計画・指導方法の研究・実践
に努め、教育効果の向上と充実を図る。

達成度

(8)

内　容
「主体的・対話的で深い学び」の学習過程を取り入れた授業改善に向
けた研修会の開催と授業観察を4回実施した。生徒の授業アンケート
を実施し、授業改善の資料とした。

成　果
主体的に学習に取り組む態度の見取りを向上させるため、「見通しと
振り返りシート」の活用に取り組んだ。

課　題
小中合同研修会を活用して、具体的な授業改善ができるよう研修の機
会と実践を促す。

成　果 個別指導における生徒の学習意欲が高まった。

課　題
一人一台端末を教員及び生徒が使いこなせるようになることで、生徒
の主体的な学びにつなげていく。

特別支援教育における個別指導において、タブレット端末を導入して
生徒の状況に応じた指導を行った。

内　容

成　果

課　題

内　容

デジタル教科書等のＩＣＴ環境を整え、通常の授業にもＩＣＴ機器を
積極的に活用し、臨時休校中にオンライン授業を実施した。

授業におけるＩＣＴ機器の活用が定着しており、生徒の興味関心を高
める上で効果を発揮している。また、互いの授業参観を通じてより良
いＩＣＴ機器の活用方法を交流することができている。

一人一台端末などICT機器を活用した授業づくりについて、講師を招
いた研究授業を推進していく。

内　容
電子黒板やタブレットの活用を促進させるため台数を増やし、活用を
図った。
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Ｂ

B

内　容
毎月１日定時退勤日の設定、在勤最長時刻（20時）の設定、自己申告
内容に各自の働き方改革を明示等を通して、超勤時間の短縮を図って
きた。

成　果
定時退勤日には、声を掛け合い退勤する様子が見え、働き方改革の一
助となっている。

課　題 本校は出勤時刻が早いため、超勤時間が長くなる傾向にある。

内　容

英検等の検定試験は本来学校教育とは異にするものであるが、現状で
は教員がに担っており、時間外での活動を余儀なくされている。これ
を社会教育に移管することにより、学校における働き方改革を一歩推
進させる。

成　果
社会教育として実施することは体制が整わず、現状では学校で担わざ
るを得ない状況である。

課　題
当面、学校の教育活動として実施できるよう、教員の勤務体系を工夫
する。しかし、根本的な解決にはならず、今後も社会教育への移管を
推進する。

成　果
扱う単元が限られていたが、初めての経験だったので、児童が興味関
心をもって、意欲的に学習に取り組むことができた。

課　題
プログラミンク教育を実施するために、教材の準備や片付けの時間だ
けではなく、授業づくりのための支援員が必要である。

内　容
１年生から６年生までの全学年で、外国語(英語)活動、外国語(英語)
学習を推進した。１・２年生は１０時間、３・４年生は３５時間、
５・６年生は７０時間程度実施する計画を立てた。

成　果
３年前からＡＬＴが２名体制となり、ＡＬＴとの連携した指導時数が
増えたこともあり、児童の興味・関心が高まった。

課　題
次年度以降の授業内容や指導時間の調整が課題である。また、村の英
語合宿や都のＴＧＧとの連携した学習を見据えて実施することが課題
である。

項目 教員一人一人の心身の健康保持の実現と、誇りとやりがいを持って職
務に従事できる環境を整備することにより、学校教育の質の維持向上
を図るために、学校における「働き方改革」を推進するとともに、実
施計画の策定やその取り組みに対する支援等を行っていく。 達成度

(9)

内　容
「学習評価」の在り方について、通知表のみに頼らない「学習評価
表」の作成及び、ポートフォリオの活用による学習評価法を開発し
た。

成　果
事前に「学習評価表」を配布したり、個人面談を設定したりしたこと
で、より詳しくて分かりやすい「学習評価」になりつつある。

課　題

初めての取組だったので教員側の不安が大きく、準備するものや伝え
る内容等について手探りの状態だった。学級間で大きな差が出ないよ
うに、内容面を共有していくことや対応の教科・領域数を伸ばしてい
くことが課題である。

内　容
各学年の年間指導計画の中で、プログラミングを扱うことのできる単
元を絞り、算数、理科、特別活動等にて数時間程度実施することがで
きた。
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【基本方針４　社会教育の充実】

B

B

内　容
教員の校務全般の改善や休暇を取得しやすくする工夫をした。また長
期休業中の勤務日の短縮なども行った。

成　果

 村民が、自己の充実・啓発や生活の向上のため生涯を通じて学ぶことができ
るよう、学習の機会や場を提供するなど、社会教育の充実を図る。

  　項目
達成度

(1)

成　果

かるたの内容を覚えるだけでなく、おもちゃ遊びなどを体験しながら
新島の産業、自然、歴史を学ぶ機会になった。

課　題 ボランティアにより支えられている行事で、継続して実施すること。

内　容 情報通信、環境問題、小説等関連新刊図書の購入。

村教委で設定した「学校閉庁日」と連動させ、学校の休日変更や日直
日の短縮などができ、職員がまとまった休暇を取得できるようになっ
た。

課　題
多種多様な図書が出版されており、すべての住民の要望に対応しきれ
ない。

関連情報誌は多く発行されており、最新情報の提供ができた。

内　容
年間５日間の閉庁日を村との連携により設定し、日常的な勤務におい
ては退勤時間を早めるように促す。

成　果 閉庁日においては、十分な休暇を取得させることができた。

課　題
日常の勤務においては、一律に早めに退勤させることが、できなかっ
た。

情報化、国際化、高齢化、環境問題などの現代的な課題に
ついて、村民が関心を持ち認識を深めることができるよ
う、学習の機会や場を提供する。

内　容
茅葺民家で村民のボランティアの協力のもと、新島の特色を謳った
「郷土かるた大会」を開催した。

成　果

課　題
そもそも学校が抱えている業務量そのものが大きく、年次有給休暇が
とりづらい現状がある。学校に教員以外のスタッフの増員が大きな課
題である。
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  　項目
達成度

(２)

成　果

B

主体的に生徒が質問する場となるように工夫する必要がある。

放課後の時間を活用して、生徒が質問したり自習したりすることがで
きる環境を整えた。

課　題
教育委員会の認定が必要となるため、４月からの支給ができない。返
還金滞納者への対応。

内　容
放課後子供教室・寺子屋事業として放課後や休日を利用し、子供たち
が安全・安心して過ごせる場を提供し、健全な社会性・協調性を育
む。

成　果
放課後こども教室事業　実績31回参加児童延べ人数288人
寺子屋事業　実績　3回参加者児童延べ人数57人

課　題
放課後こども教室・（寺子屋事業）について、週１回（年３回）の実
施となっているが、今後の実施回数や委託内容の見直しを含め検討が
必要。

村民の生涯にわたる学習活動を総合的に支援できるよう、
諸施設の整備、情報提供、相談機関の充実、指導者の養
成、学習機会の拡充等の条件整備を図る。

内　容
博物館の教育普及活動として、一般向けに「地質見学会」を実施し
た。小学3年生「子ども学芸員」による解説は新型コロナウイルスの
感染防止のため中止した。

成　果 新島の成り立ちや、海流などを学ぶことができた。

課　題 指導者及び継承者の減少。限られた時間での学習。

内　容 平成30年度博物館企画展「大掛網」を継続して展示した。

成　果 新島の貴重な文化を周知できた。

課　題 展示物の選定。展示解説の作成。

内　容

成　果
各施設の使用状況：体育館は新島小学校158回、式根島小学校16回、
新島中学校173回、式根島中学校89回、旧若郷小学校78回、校庭48
回、音楽室1回、多目的室87回。

課　題
利用時間等重複することが多く全ての団体のニーズに対応しきれな
い。

大学又は専修学校へ進学するための奨学金の貸付。

令和２年度貸付け実績は継続貸付25名、新規貸付10名。

内　容

成　果

利用する生徒の学習意欲が向上した。

課　題

達成度

(３)

身近な学校が地域における学習やスポーツ活動の場として
活用されるよう、学校の諸施設を整備し、積極的に開放
し、地域における生涯学習の拠点として開かれた学校づく
りを推進する。

内　容
体育館や特別教室、校庭などを住民に開放している。バレーボール、
バスケットボール、ソフトバレーボール、ボクシング、剣道、バドミ
ントン、フットサル、サッカー等が利用。

  　項目
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達成度
(４)

成　果

課　題
体育館を借用するため、教育活動の場所を占有するため長期間の展示
ができない。

内　容
おはようカードを作成し保護者の協力を得ながら長期休業前後に一週
間の生活表を各家庭毎に作成し基本的な生活習慣を見直す取組を行っ
た。

成　果

内　容
「新島こどもくらぶ」や「新島読書会」の活動拠点として、校庭、体
育館、図書室等を提供した。

毎週金曜日の「新島こどもくらぶ」では、低学年からの積極的な参加
が増えている。毎月１回の日曜日に「新島読書会」が開催されてい
る。

課　題
「新島こどもくらぶ」は、活動日が金曜日なので、学校の教育活動が
続いている時間と重なるので、いろいろな面での調整が必要である。

内　容
本校の学校図書館を地域ボランティアの方々の協力により月に数回、
一般開放をしているが、今年はコロナ過で行わなかった。

成　果

課　題

学校・家庭・地域社会それぞれの教育機能の充実と相互の
連携の強化を図る。

内　容
授業参観、道徳授業地区公開講座など保護者が参加しやすい、土曜日
や日曜日に開催した。また、総合的な学習の時間など地域の方をゲス
トティーチャーとして協力をお願いした。

成　果

B

Ｂ

継続して取り組むことにより成果を高める。

児童が書籍の貸し借りの時に、一緒に貸し借りをする保護者も出てき
ている。

課　題
保護者の利用を、地域の方までに拡大すると、蔵書管理が複雑になる
ことが考えられる。

内　容
学校図書館蔵書の書籍について、児童だけでなく、保護者も貸し借り
ができるようにしている。

起床から就寝まで一週間の計画を作ることで規則正しい行動を取るよ
うに改善できた。

課　題
保護者や住民の「文化や芸術」に対する意識を高めるような取組が必
要。また、保護者や地域が協力して子どもを育てる意識を高めること
によって、参加者を増加させる。

内　容
保育園・小学校・中学校・高校の児童・生徒の作品を地域住民に鑑賞
していただく「地区作品展」を開催した。

成　果
地域住民に鑑賞していただき、多くの児童・生徒が褒めてもらうこと
により、意欲が高まった。

土曜日・日曜日に開催することで保護者の出席率が高くなっている。
また、ゲストティーチャーとして地域の方の協力を得ることができ
た。

課　題

成　果

  　項目

31



B成　果

コロナ関係で中止。

内　容
セーフティ教室を通じて、家庭への啓発を行い、適宜、交通安全や携
帯電話の取り扱いなど、警察や関係機関からいただいたパンフレット
を家庭に配布した。

成　果 家庭教育の重要性を訴えることができた。

課　題

B

内　容 学芸会の保小中合同開催。今年度は学芸会の出し物を創作劇とした。

成　果 コロナ禍で実施できていない。

課　題 来年度に向けて学習発表会にシフトする。

達成度

課　題
毎年補充しているが、まだ、蔵書冊数が少ない。図書室のスペースが
狭い。

課　題 生徒の取組について、更なる質の向上を図る必要がある。

内　容
家庭教育講座を元NHK教育テレビ司会者である高野優氏を招聘し「子
は育ち、親も育つ。楽しまなくっちゃもったいない」をテーマに新島
で講演を行う予定だったがコロナ関係で中止。

成　果 家庭教育の向上を目的としていた。

保護者の数人から参加の意向があった。

課　題 内地に行く、交通費等の課題があり、参加までには至らなかった。

内　容
生徒の家庭学習を推進するために家庭学習の手引きを作成し、配布し
ている。

家庭学習の必要性に関する理解は深まるとともに、生徒の実施状況も
向上している。

保護者のセーフティ教室への参加数増加。

インターネットによる蔵書検索システムなどの図書室機能
の充実を図るとともに、広域的な学習機会や情報提供を行
うことにより、村民の生涯学習を支援する。

内　容 図書室への図書管理システムの導入。リクエストノートの導入。

自宅でネット検索により蔵書の確認ができるようになった。また、貸
出し、返却に係る時間が短縮され、住民サービスの向上が図られた。

(５)

成　果

  　項目
達成度

(6)

課　題

関係機関・関係団体との連携のもとに、家庭教育に関する
情報や多様な学習・交流の機会を提供するなど、家庭教育
の支援に努める。

内　容
ＰＴＡ運営委員会などの諸会合において、都小Ｐ連の研修会や講座の
周知を行った。

成　果

  　項目
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【基本方針　５　文化・スポーツ・レクレーションの振興】

  　項目
達成度

(２）

 村民が、生涯を通じて文化・スポーツ・レクレーション活動に親しむことが
できるよう、活動の機会や場を提供するなど支援を行う。

  　項目
達成度

(1)

課　題

課　題

内　容 東京都交響楽団による弦楽四重奏公演はコロナ過で中止。

成　果

課　題

教育評価
無

内　容

成　果

古文書を読む会を毎月第3日曜日に開催。

成　果 古文書を読める受講者が増えた。

内　容 都民交響楽団コロナ過で中止。

成　果

課　題 指導者の確保が難しい。

新島村博物館を拠点とした、新島、式根島の自然と歴史、
文化、産業を学ぶ「新島エコミュージアム」の確立を支援
する。

「中国雑技芸術団」を招き公演はコロナ過で中止。

新島の自然と歴史によって培われてきた貴重な文化遺産を
継承し、新しい文化を創造し発展させていくために、芸術
鑑賞の機会と創造の場の提供に努める。

内　容
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  　項目

達成度

(３）

成　果

新島村の小学生が親元を離れて、見知らぬ土地を訪問し、他地域の小
学生と交流することで、自立心と社会性を養うこと目的にしていた。
また、普段雪を目にすることのない新島、式根島の子どもたちにス
キー体験をさせることで、新たな世界観を持たせることがさせたかっ
た。

課　題

春休み期間を利用した事業であり季節風や低気圧等天候の状況が不安
定な時季に行われるため、当日まで実施の可否が確定できないうえ、
帰島便の欠航も懸念されるので、こうした点をも考慮した実施計画が
必要である。

内　容
小学校3年から6年児童対象の水泳教室を、夏休み期間中（8月１日～
７日）に村内指導者による泳法指導により実施予定だったが、コロナ
禍で中止。

成　果

課　題
現在は村内指導者の確保ができているが、今後も同じ形で水泳教室を
継続していくためには、島外から講師を派遣することも検討する必要
がある。

課　題 博物館事業として実施する文化講演会としての講演内容の選択。

村民の健康づくり、生きがいづくりを進め、スポーツ・レ
クレーションの振興を図るため、楽しむスポーツから競技
までを含めて、指導者の養成、活動組織の充実、施設の整
備等に努める。

内　容
羽黒スキー交流：新島・式根島の小学生39名が3月26日から30日まで
の間、鶴岡市羽黒町でスキーの講習、羽黒の小学生との交流会を実施
予定が、コロナの関係で中止。

B

成　果
伊豆諸島に渡ってきた縄文時代の人々の暮らしや、新島、式根島の遺
跡などを理解する機会になった。

内　容
盆の供養踊りとして、江戸時代から歌い踊り継がれてきた大踊を8月
14日若郷妙蓮寺、8月15日本村長栄寺で一般公開する。

内　容
東京文化財ウィーク2019企画事業として、東京都埋蔵文化財センター
の佐藤悠登氏を講師に講演会「海を渡った人々」と勾玉作り教室を開
催。

成　果
戦前から途切れていたが、昭和25年に復活され、再び継承が途絶える
が大踊保存会を組織し、今に伝えている。高校生が踊り手として参加
している。令和元年度は本村大踊は雨天中止、若郷大踊は実施した。

課　題
継承者の育成。保存会の組織強化。お盆で最も忙しい時期のため協力
者の確保が難しい。
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内　容

「オリンピック・パラリンピック教育」アワード校として、パラリン
ピアンの招聘、文化プログラムの推進を行うとともに、全ての教科等
においてオリ・パラ教育を年間指導計画に位置付けた。また、毎月の
全校朝会において「オリパラ朝会」として、オリンピック・パラリン
ピックに関する内容を扱った。

成　果
「車いすラグビー体験教室」では、体験を通して競技の難しさを実感
し、パラリンピック種目に関する理解を深めるととともに興味関心が
高まった。

課　題
現在の年間指導計画を更に見直し、「オリンピック・パラリンピック
教育」で育む５つの資質について、関連付けて計画を組み直す必要が
ある。

課　題
都体育協会の事業を利用しているため、長期的な計画を立てることが
出来ない。

  　項目
2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開
催を、スポーツへの関心を高めることはもちろん、多様な
国や地域の文化を通じて、多様性の尊重や国際平和に寄与
する態度や、多様な人々が共に生きる社会の実現に不可欠
な他者への共感や思いやりを子供たちに培っていく契機と
するとともに、村民に対しても各種社会体育行事等におい
て、オリンピック・パラリンピックの機運醸成を図りなが
ら、村民の間でスポーツをより身近なものにして、健康的
なライフスタイルを促進させていく。

達成度

(4）

内　容

（新型コロナ予防対策により、「高齢者施設訪問」が中止）
「お年寄りと触れ合おう（４年：国語・総合的な学習の時間）」で
は、バリアフリーをはじめとする優しい環境作りや高齢者、障害者へ
の接し方を学習するとともに、「高齢者疑似体験」を実施した。

成　果

新島村社会福祉協議会との連携による「高齢者疑似体験学習」では、
相手の立場に立って、考えて行動するということの意味を学ぶことが
できた。また、バリアフリーなどの用語を知り、誰にでも優しい環境
作りについて、知識を得ることができた。

課　題
今後もお年寄りや困っている人に、すすんで声をかけたり、手助けし
たりなど、優しく接していきたいという意識をもたせる。

B

内　容

ジュニア（小中学生、高校生）を中心に育成事業を実施した。
バレーボール教室①（令和元年12月21日,22日　小学生14名、中学生6
名　講師2名）・東京都小学生バレーボール連盟主催交流大会（令和
元年12月14日、15日　小学生9名　指導者3名）バレーボール大島遠征
（令和元11月16日・17日小学生10名　指導者3名）・サッカー教室
（令和元年11月3日、4日　小学生25名　特別講師2名）・サッカー神
津島遠征（令和元6月8日・9日　小学生7名　指導者1名）少年野球大
島遠征（令和元年11月15日、16日　小学生12名　講師4名）・第42回
中央区ジュニア剣道大会（令和元年7月6日・7日　小学生3名　中学生
3名　講師1名）・第4回スポーツ少年団剣道大会（令和2年2月16日
小学生5名　中学生2名　指導者1名）・第37回神新・伊豆地区交流少
年柔道大会（令和元年6月2日　小学生11名　中学生6名）・中央区体
育協会主催の大会参加（令和元年10月26日・27日　小学生5名　中学
生1名　高校生1名　講師2名）立正杯争奪少年柔道大会（令和元年11
月22日・23日　小学生2名　中学生1名　指導者1名）・大島強化練習,
カメリアマラソン出場（令和2年2月1日、2日　小学生10名　講師2
名）・新島FC神津島遠征（令和2年2月8日　小学生7名　講師3名）

成　果
プロ及びセミプロ選手による指導によって技術の向上が図られるとと
もに競技の楽しさも学ぶことができた。技術の向上のみならず、児
童・生徒の健全育成にも貢献している。
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内　容
オリパラ教育を通して、各教科・領域で障害者理解や国際理解を深め
た。

成　果
オリンピックの歴史やスポーツマンシップの意義等を学ぶと共に、海
外への興味関心や障害者理解を深め、自他を大切にする心を醸成でき
た。

課　題
より一層のオリパラ教育を推進していく。体験的な活動が非常に有用
なので、国際感覚の情勢や人材活用、世界ともだちプロジェクトの活
動を深める必要がある。

内　容
（【基本方針１】項目３の１点目と同内容）
車いすラグビー元日本代表選手を招聘し、「車いすラグビー体験教
室」を実施した。

成　果

障害があっても、夢をもち、努力を続け生きていくことの大切さを学
ぶことができた。また、実際に車いすを操作してみて、その難しさや
障害者の努力について体験的に学んだことで、障害者理解及び障害者
スポーツへの理解が深まった。

課　題
「障害者理解」をレガシーとして継承していきたい。また、学校の施
設や設備が障害者の人権に配慮されているかどうかを確認していくこ
とが必要である。

内　容
毎週中休みの時間にスポーツタイムとして、体つくり運動を実施

成　果
・スポーツタイムを活用した体つくりでは継続しながらも、様々な取
組を実施し、子供たちの体力向上につながっている。

課　題
・スポーツタイムで実施できる、種目を増やしていきたい。

内　容

すべての教科においてオリ・パラ教育を年間指導計画に位置づけ、オ
リンピック・パラリンピックと関連性のある単元の学習の際に、授業
でオリンピック・パラリンピック教育を行った。また、全校生徒によ
るゴールボール体験や部活による種目紹介を行った。

成　果
知識として学ぶだけでなく、体験を通して競技の難しさを実感し、オ
リンピック・パラリンピック種目に関する理解が深まった。

課　題
オリンピック・パラリンピック教育で育む５つの資質を、さらに意識
して指導に当たる必要がある。

Ａ
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